
１　はじめに

現在のわが国は、あらゆる分野において

「制度疲労」に起因する問題が噴出し、「構造

改革」の必要性から新たな枠組みや仕組みづ

くりが求められている。これらの新たな仕組

みづくりに際し、NPOに対する期待が強まり

つつある。ここでは、NPOとは何者で、なぜ

今求められているのか。また、農林業が抱え

る課題をNPO活動が取り組んでいる事例を紹

介しながら、今後の連携について考察してみ

たい。

２　NPOとは

NPOとは、市民活動団体全般を指し、その

団体の法人格の有無は問われない。ただし、

その組織は、利益の追求を第一義とせず、組

織の掲げる社会的使命の実現を目指すもの

で、有志により構成され、行政からは独立し

自律的で公的に設立された組織である。

また、NPOは公共サービスの提供、新しい

社会の価値観の創造、社会の監視役、政策提

言、コミュニティの創造等の機能を持つと言

われている。

NPOを文字通り民間非営利組織と理解すれ

ば、任意団体としての市民活動団体やボラン

ティア団体、住民組織としての町内会などを

はじめ、公益法人としての財団法人、社団法

人など多種多様なものが含まれるが、日本の

場合、公益法人（ただし、NPO法人を除く）は

行政の関与が極めて強いためにNPOからは除

外されている。

３　今NPOが求められる社会的背景は

かつて市民活動は、「善意」に基づきつつ

も社会科学的な認識が低い「社会奉仕」型活

動と、人権保障に向けて行政責任を追及する

ための告発・問題提起を中心とした「社会運

動」型活動の２つのタイプがあった。

そして生活公害など自らの問題性を問う動

きや、行政責任を追及しにくい国際協力活動

などの広がりを背景に、「社会運動」型の活

動家が告発運動にとどまらず、代案の提示と

その実践に取り組むことにより、両者の区別

を乗り越え、「社会に働きかける開放性・社

会性を持ちつつ直接、汗を流す実践性も兼ね

備えた活動」、すなわち「課題に即応するだ

けの自己完結的な『社会奉仕』活動でも、問

題提起を繰り返すだけで結局、行政に問題の

解決を依存する『社会運動』型でもない新し

いタイプの活動」を登場させた。これが、今

のNPO活動である。

そしてこの新しいタイプのNPO活動がそれ

ぞれに関係する社会問題の解決策を模索し、

継続性を持ち、かつ組織化が進められ、１つ

の社会的勢力として認知され、行政（第１セ

クター）とも企業（第２セクター）とも異なる、

正確な意味での第３セクター・市民セクター

として位置づけられた。

そして今、多様な興味・関心に基づく様々

なNPO活動から構成される市民セクターが、

第３セクターとして行政・企業と対等に渡り

合えるだけの実力と存在感を持ち、時に他の

セクターと連携対立しながら、市民目線の新
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しい公共を実現できる状況が生じつつある。

４　NPOの課題解決力はどこに潜むのか

現在わが国が抱える社会問題のほとんど

は、第１セクター（行政）と第２セクター

（企業）で形成されてきた20世紀型の価値観に

基づく体制の中から生まれた課題である。こ

れらを解決するには、同じ価値観の延長上で

は解決策は見出せない。新しい価値観に基づ

く政策形成が必要となる。

NPOは、同じ課題や志を持つ市民の有志に

より形成される。そのNPOが同じ方向性を持

つ市民の思いを集め、束ね、コーディネート

することで、市民の「思い」を、一つの方向

性を持った力（＝市民力）に変換する器でも

ある。この器から醸成される「市民力」は、

行政や企業の持つ価値観とは異なった市民セ

クターの新たなる価値観が反映されている。

このことにより、時代を背景にNPOが課題解

決力を持つことになる。

５　農林業とNPOとの連携の必要性

現在、農林業が抱える課題には、消費者の

意識転換による新たな価値観に基づく消費行

動があれば解決できるものが少なからずある。

例えば、食糧自給の問題である。従来の価

値観では生産性、効率性が優先され、食料生

産を他国に依存した結果、都会に人や生産が

集中し、収益を上げるなかで、地方・農山村

に資金や人が環流せず、農山村の過疎化や自

給率低迷を招いている。

その一方、農山村の森林田畑は、環境保全

機能（CO2吸収、洪水防止、水浄化）やグリーン

ツーリズム活用などの公益機能を持つ。特に、

農山漁村は食糧生産基地で、食糧確保は真の

セーフティーネットである。このことは、ロシ

アでの最近の経済激変の際にマーケットには

食糧が一切ないにもかかわらず市民が生き延

びたのは、ダーチャという家庭菜園を大半の

市民が持っていたという事実からも、そのこ

とはうかがえる。こうした農山村の公益機能

を活用あるいは支援する枠組みを如何に作る

かが現在の大きな政治的・行政的課題である。

これに対応する動きとして、Foodmiles や

Woodmilesが低い身近な産品を使って暮らす

ことが本当の生き方であり、市民は多少高く

てもそれを使うことが必要だ、として全国で

地産地消の動きが市民レベルで起きてきてい

る。この動きは、新しい農林漁業のあり方を

開き、地域の持続可能性を支えることに結び

つくものとなろう。今回の中国製ギョーザ事

件はこの運動の追い風になることであろう。

私の所属するNPOでも、平成15年から「地

産地消レストラン認定制度」を設置し、地産

地消のライフスタイルを楽しむ運動を展開し

ている。

また、日光杉並木は１本１千万円で350本

のオーナーがいる。このような、巨木オーナ

ー制度を創って、民有林、国有林を支援すれ

ば、貴重な自然林の保全が可能になる。でき

れば散骨までできるようにするとより面白い

かもしれない。

このように、NPOの活動は従来の社会運動

とは異なり、眉間にしわを寄せて行うもので

はない。生活の中に課題を感じたら、自分た

ちで出来るところから改善しようとする運動

の総体である。農林業とNPO活動との距離が

なくなった時に、新たな日本の農林業が展開

されていることであろう。

（たかい　しょうへい）
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